
 

 

 

（別紙１） 

外部監査での指摘事項の措置通知書 

保健福祉部 障がい福祉課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

№8 貸与を受けている公有財産の管理に

ついて 

 

 

検出事項に記載のとおり（146頁参照）、

①シール管理が不充分、②貸与公有財産を

外部持出する際の「持出簿」がなく、所在

が不明確、③「指定管理協定書」における

貸与公有財産を他の組織が使用している、

④「指定管理協定書」の記載誤り、といっ

た事例が検出された。 

 公有財産は市民の財産であるから、管

理体制の整備運用の充実が必要である。 

 

№8 貸与を受けている公有財産の管理に

ついて 

 

 

①の備品の管理シール剥がれは、往査で

の指摘後すぐに対応した。 

②については、備品持出簿を作成し、所

在を明確にし、備品を外部に持ち出す際の

管理の徹底を図った。 

③④は、原則転貸は認めていないことか

ら、平成 30 年度中に「指定管理協定書」

を変更し、松山市社会福祉事業団が使用し

ていない公有財産は貸与しないこととし

た。 
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№9 【情報セキュリティ管理体制の整備

と運用について】 

 

 

 松山市社会福祉事業団は、実施する事業

の関係から、事業を利用する高齢者及び障

害者、児童の個人情報を保有することにな

る。かかる個人情報は万全の体制をもって

保護されるべきであるが、検出事項に記載

のとおり（147 頁参照）、情報セキュリテ

ィ管理体制は脆弱かつ不充分である。 

 なお、松山市の指導のもと、情報セキュ

リティ管理体制整備への取組が行われて

おり、管理体制は改善されてきている。 

№9 【情報セキュリティ管理体制の整備

と運用について】 

 

 

平成 29年 11月から順次、次のように対

応した。 

(1)情報セキュリティ基本方針を策定

し、個人情報の管理や情報管理責任者

に関する規定を整備し、職員に周知し

た。 

(2)アクセス制限については、職員が使

用するパソコンや共有フォルダに、パ

スワードを設定した。 

(3)セキュリティ状態の維持について

は、自動アップデートを取り入れ、機

械的に管理することに加え、保有する

パソコンなどの資産台帳を作成し、管

理体制を強化した。 

(4)USBなどの外部記憶媒体については、

管理簿を作成するとともに、使用後は

原則データを削除し、データを保持す

る場合は鍵のかかる場所で保管する

こととした。 

 

 



 

 

 

（別紙１） 

外部監査での指摘事項の措置通知書 

産業経済部 農林土木課 
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【指摘２】 

事務事業シートの形式的な作成について 

 

松山市は各事業をその翌年度において事

業検証を行うために事務事業シートを作成し 

ている。しかしながら、その事務事業シートの

作成が形式的に行われていると思われる 

ものが見受けられる。 

例えば農林土木課の平成28年度、29年度

及び30年度の「農村地域多面的機能維持推

進事業」の事務事業シートを拝見すると『H29

（H28、H27）年度終了までに把握している環

境の変化、障害、課題となっている事項』欄に

は「活動組織においては農業者等の高齢化

により、施設の維持管理を行う人材確保に苦

慮している。」と記載され、『特に環境変化、障

害、 課題等解決のため、H30（H29、H28）年

度で取組む改善策』欄には「地域と協力し人

材確保に努める。」と記載されている。また、

「林道整備事業」の平成28年度、29年度及び

30年度の事務事業シートを拝見すると『H29

（H28、H27）年度終了までに把握している環

境の変化、障害、課題となっている事項』欄に

は「昨今の異常気象のため、林道修繕箇所の

件数が増加傾向にあり、対応に苦慮してい

る。」と記載され、『特に環境変化、障害、 課

題等解決のため、H30（H29、H28）年度で取

組む改善策』欄には「優先順位等の見直し等

を組合等と協議し、整備効果の向上を図りた

い。」と記載されている。確かにどの事業も毎

年それほど変化せず、問題点もそれほど相違

がないことは理解できるが、３年連続して全く

同じ文言を記載していることは如何なもので

あろうか。本当に現場を視察して問題点を把

握したうえでのことかどうか疑問が残る。３年 

連続して翌年度に取組む改善策も同じとはい

ったいどのように解釈すれば良いのか。改善

策を行ってどのような結果が残ったのであろう

か。それとも言葉だけで実際には行っていな

いのであろうか。その辺りについて大いに疑

 

令和元年度から、説明責任、また透明性の

向上という視点から、作成要領に沿った事務

事業シートの作成を行い、適切な事業検証を

行った。（農林土木課） 

 

事務事業シートの作成を通して丁寧かつ

適切な事業検証を行い、全てのシートが公表

意図に見合ったものとなるよう、平成 30年度

中に作成要領を見直すとともに、指摘を受け

た表現を良くない記載事例として例示し、令

和元年度事務事業シートの作成から適用し

た。（人事課） 
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問が残る。 

事務事業シート公表の意図は「常日頃から

高い課題意識をもち、市民目線、現地、現場

を大切にしながら、より柔軟で創造性の高い

事業を展開し、市民の皆様の満足度を高め

ていくことが重要です。そこで、平成27年度か

ら、松山市では、市が取り組む様々な事業の

基礎的資料として、市民の皆様への説明責

任を果たし、行政の透明性や信頼性の向上

を目指すとともに、さらなる事業改善に向けた

取り組みとして、事務事業シートを作成してい

ます。」のはずである。上記の事務事業シート

については、この公表意図に反していると言

わざるを得ない。この点をもう一度考えて、産

業経済部に限らず全ての部署においてもう少

し真摯に事務事業シートを作成していただき

たい。そうしなければ適切な事業の検証を行

うことはできず、市民への説明責任も果たせ

ず、行政の透明性信頼性の向上も目指せな

いと思われる。 

これらの事務事業シートの記載でもう一つ

気になることがある。それは「農村地域多 

面的機能維持推進事業」等幾つかの事業に

おいて『H30（H29、H28）年度の目標』欄に 

「遅延なく、補助金の交付・実績の確認を行

う」とか「遅延なく補助金を交付する。」と記載

されていることである。確かに遅延なく補助金

を交付し、その確認を行うことは大切なことか

もしれない。しかしながら、それが目標になる

のには違和感がある。補助金を交付する若し

くはその確認を行うことそのものが事業の目

標なのであろうか。そうではなく、上で記載し

たような問題点を改善していくことを目標とす

べきではなかろうか。今後はそのような視点で

事務事業シートを作成していただきたい。ま

た、事務事業シート作成要領でもその辺りを

徹底していただきたい。 
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【指摘７】 

改正した条例施行規則の地元分担率の根

拠の保存について 

 

「松山市営土地改良事業等の経費の分担

金等徴収に関する条例施行規則」、「松山市

県営土地改良事業分担金等徴収条例施行

規則」、「松山市治山及び林道整備事業等分

担金徴収条例施行規則」に記載されている分

担率について、分担率の改正時の起案文書

に根拠資料が添付されておらず、改正の根

拠は不明であった。 

ここで、「松山市文書取扱規則」第27条第1 

項に文書保存の定めがあり、第1類文書は永

年保存とされている。また、同条第2項に第1 

類文書として「条例及び規則の原議」との記

載があり、分担率の改正の起案文書も第1類

文書となる。とすれば、改正の説明を求めら

れた際に必要であるから、起案部署である農

林土木課では分担率改正時の起案文書の根

拠資料を必ず保存しておくべき書類であると

考えられる。 

この点、松山市は「松山市文書取扱規則」

第13条第2項（4）で「必要に応じて，起案理由

及び根拠となる法令等の条項，予算措置等

の関係資料を添付すること。」と規定されてい

ることから、分担金の根拠資料が添付されて

いないことが直ちに規則違反とは言えない

が、添付すべきであったと述べている。しかし

ながら、分担金は松山市の歳入であるため、

その分担率の条項は負担する市民にとって

は不利益条項であり、それ以外の市民にと 

っては貴重な市政の財源の条項であるから、

その改正にあたってはその根拠を明確にせ

ねばならず、「分担金の根拠資料が添付され

ていないことが直ちに規則違反とは言えな

い」ということでは許されないはずである。つま

り、この施行規則改正の起案文書に「必要な

根拠資料」が添付されていないことになり、

「松山市文書取扱規則」第13条第2項（4）の

 

今後は、例規の制定改廃に係る起案文書

に、当該制定改廃の経緯、積算等が明確とな

る根拠資料を必ず添付し、チェックリストを作

成の上、決裁者の複数点検をすることとした。

また、起案文書と資料関係等の書類は、ファ

イルに綴り、決められた保管場所に保存する

よう徹底した。 
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規定に抵触すると考えられる。 

したがって、分担率の改正の起案文書の

添付資料であるべきの、現在の分担率の根

拠資料が見当たらず、監査人にその改正の

根拠について適切な説明ができないことは著

しく問題であると言え、松山市には同様の事

例が起きないように再発防止をするための対

策を講じることを要請する。 
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【指摘７】 

改正した条例施行規則の地元分担率の根

拠の保存について 

 

「松山市営土地改良事業等の経費の分担

金等徴収に関する条例施行規則」、「松山市

県営土地改良事業分担金等徴収条例施行

規則」、「松山市治山及び林道整備事業等分

担金徴収条例施行規則」に記載されている分

担率について、分担率の改正時の起案文書

に根拠資料が添付されておらず、改正の根

拠は不明であった。 

ここで、「松山市文書取扱規則」第27条第1 

項に文書保存の定めがあり、第1類文書は永

年保存とされている。また、同条第2項に第1 

類文書として「条例及び規則の原議」との記

載があり、分担率の改正の起案文書も第1類

文書となる。とすれば、改正の説明を求めら

れた際に必要であるから、起案部署である農

林土木課では分担率改正時の起案文書の根

拠資料を必ず保存しておくべき書類であると

考えられる。 

この点、松山市は「松山市文書取扱規則」

第13条第2項（4）で「必要に応じて，起案理由

及び根拠となる法令等の条項，予算措置等

の関係資料を添付すること。」と規定されてい

ることから、分担金の根拠資料が添付されて

いないことが直ちに規則違反とは言えない

が、添付すべきであったと述べている。しかし

ながら、分担金は松山市の歳入であるため、

その分担率の条項は負担する市民にとって

は不利益条項であり、それ以外の市民にと 

っては貴重な市政の財源の条項であるから、

その改正にあたってはその根拠を明確にせ

ねばならず、「分担金の根拠資料が添付され

ていないことが直ちに規則違反とは言えな

い」ということでは許されないはずである。つま

り、この施行規則改正の起案文書に「必要な

根拠資料」が添付されていないことになり、

「松山市文書取扱規則」第13条第2項（4）の

 

今後同様の事例が発生しないよう，例規

の制定改廃に係る起案文書に，当該制定改

廃の経緯，積算等が明確となる根拠資料を

必ず添付するとともに，適切な保存を徹底

するよう各課等長に周知した。 
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規定に抵触すると考えられる。 

したがって、分担率の改正の起案文書の

添付資料であるべきの、現在の分担率の根

拠資料が見当たらず、監査人にその改正の

根拠について適切な説明ができないことは著

しく問題であると言え、松山市には同様の事

例が起きないように再発防止をするための対

策を講じることを要請する。 
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（指摘１） 

事務事業シートにおける事業検証について 

 

松山市は各事業をその翌年度において事務

事業シートで事業検証を行っている。その 

事業検証において検証が不十分若しくは不

適切と思われるものが見受けられる。 

例えば、「道の駅運営事業」の平成30 年度

事務事業シートの前年度事業検証の施策へ 

の貢献度には「貢献している」とあり、その

理由は「毎年、風和里だけでなく向かいの 

海岸も賑わいを見せており、利用者や売上高

も比較的高水準であるため。」とある。確 

かに施策としては「観光産業の振興」である

ことを考えると、必ずしも不適切な記載と 

は言えない。 

しかしながら事業の目的の「地場産品の展

示・販売及び地域の情報交流の場を提供す 

ることにより情報発信拠点の形成を図り、併

せて地域コミュニティの交流を図る。」点 

についてはどのような状況であったのかが

全く触れられていない。道の駅の目的が、地 

域活性化であることを考えると単に「利用者

や売上高も比較的高水準」であればいいの 

ではなく、地域の活性化にどのように貢献し

ているのかを検証する必要があるのではな 

かろうか。「利用者や売上高も比較的高水

準」という記載についても、いったいどのよ 

うな基準と比較して比較的高水準であった

のだろうか。その基準が示されなければ事務 

事業シートの作成者以外には本当に高水準

であったのかどうかについても判断できな 

い。 

また、「まつやま産業まつり事業」の平成30 

年度事務事業シートにおいても同様に、 

前年度事業検証の施策への貢献度には「貢献

している」とあり、その理由は「当日の会 

場内アンケートでも約9 割の方に『たいへん

楽しかった』、『楽しかった』と回答して 

いただいているため。」とある。確かに来場

者に楽しんでもらうことは目的を達成する

ためには重要なことだとは理解できるが、そ

れだけでこの事業を評価して良いのであろ 

  

事業検証を丁寧に行うことができるよう

に、平成 31 年度（令和元年度）公表分から

作成要領を見直し、現在の「施策への貢献度」

の欄を「施策への貢献度（目的の達成度を含

む。）」に変更し、その理由欄に事業の目的の

達成状況を記載するようにした。 
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うか。 

この事業の目的は「堀之内・城山公園にて県

内最大級の産業イベント『えひめ・まつ 

やま産業まつり』を愛媛県と共同開催するこ

とにより、・県都 松山市を知ってもらい人 

を招く機会をつくる『地産知招』の取組みを

実施する。・地域産品の販売、展示等によ 

り各種産業の情報を広く発信し、活力ある産

業の発展につなげる。・城山公園周辺の賑 

わいを創出する。」であるので、来場者に楽

しんでいただくことにより、賑わい創出に 

は貢献したであろうことは推察される。しか

しながら、「県都 松山市を知ってもらい」 

や「地域産品の販売、展示等により各種産業

の情報を広く発信」にどのように貢献して 

いるのであろうか。この点を無視してこの事

業を検証することが出来るのであろうか。 

来場者にその辺りについてもアンケートを

実施して分析した上で、施策への貢献度を評 

価すべきではないだろうか。 

松山市は事務事業シート作成の意義として

「依然として厳しい財政状況が続くなか、 

今後も複雑、多様化する市民ニーズに適切に

対応し、魅力あるまちとして発展していく 

ためには、常日頃から高い課題意識をもち、

市民目線、現地、現場を大切にしながら、 

より柔軟で創造性の高い事業を展開し、市民

の皆様の満足度を高めていくことが重要で 

す。そこで、平成27 年度から、松山市では、

市が取り組む様々な事業の基礎的資料とし 

て、市民の皆様への説明責任を果たし、行政

の透明性や信頼性の向上を目指すととも 

に、さらなる事業改善に向けた取り組みとし

て、事務事業シートを作成しています。」 

としているが、その内容を拝見すると本当に

常日頃から高い課題意識をもっているのか 

疑わしく、市民の皆様への説明責任を果たし

ているとは思えないし、十分に検証して今 

後に生かされているとはとても言い難い状

況である。産業経済部に限らず全ての部署に 

おいて、予算の適切な運用についての検証の

ためにも、今後は事業検証をもう少し丁寧 

に行っていただきたい。 

 


